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研究成果の概要（和文）：　近年の国際司法裁判所の判例を分析した結果、国家自身の権利侵害ではなく、対世
的義務違反に依拠した原告適格を認める新傾向が明らかになった。一言で言えば、国際司法裁判所において「客
観訴訟」が認められているということができる。ただし、一見すると大転換に見えるこの新傾向に関しては、伝
統的な判例を分析した結果、かなり古い判例（1920年代）から既にその萌芽がみられることが確認された。すな
わち、明白なものではないものの、従来から客観訴訟の可能性自体は認められていたと考えられる。他方、最近
の判例では、客観訴訟の可能性を制約するものも見られるようになっており、今後も議論が継続するものと思わ
れる。

研究成果の概要（英文）：　Analysis of the recent case law of the International Court of Justice 
allowed us to conclude that a State, which has not suffered any breach of its own right, is entitled
 to hold standing before the ICJ on the basis of a breach of obligation erga omnes. In one word, 
this is an admission of "objective litigation" in the ICJ. Even though, however, it seems to be a 
radical change of paradigm, this new tendency was found to be based on a traditional case law of 
1920. On the other hand, a recent case has shown another tendency to limit the scope of the 
objective litigation, thus requiring us to discuss continuously the phenomenon. 
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　国際司法裁判所における客観訴訟の可能性は、今後の日本の国際訴訟戦略を考える上で極めて重要である。第
1に、対世的義務違反を根拠として、自国（日本）が直接的に権利侵害を被っていない場合であっても、他国を
提訴する可能性が生まれる。第2に、客観訴訟の可能性は、日本が被告として訴えられる可能性をも広げる。既
に研究において明らかにしたように、捕鯨事件（2014年判決）は客観訴訟の一形態であり、日本は被告として客
観訴訟を経験済である。加えて、例えば沖ノ鳥島を巡る権原紛争に関しては、国際社会の全ての国に拘わる問題
であるという構成が可能であり、客観訴訟が提起される危険が否定できない。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 
 2016年度に研究を開始するに際して、その時点における国際司法裁判所（ICJ）の判例動向
が学問上・実務上大きな問題となっていた。というのも、2012年の引渡訴追事件判決と 2014
年の捕鯨事件において、ICJ が客観訴訟を認めているように解されたためである。そのため、
俄かに国際裁判における客観訴訟、民衆訴訟、訴えの利益、当事者適格、原告適格、対世的義
務といった諸概念に関する再検討を要する状況が生じていた。同時に、ILCの議論状況、Institut
の決議など、学説状況も大きく変動している時期であり、ICJ の判例に大きく影響を与えたと
考えられた。そこで、まずは ICJ 以前の常設国際司法裁判所（PCIJ）の判例に遡って、これ
までの国際判例において議論されてきた民衆訴訟（客観訴訟）が本当に否定・排除されている
のか否かを検討することにした。また、その関連で、最も重要となる南西アフリカ事件（1962
年判決、1966年判決）の再検討が必要になることが明らかであった。また、従来の議論はかな
りの程度錯綜しており、議論の筋が見えにくくなっていた。特に、国家責任法の観点からは、
詳細な権利義務カタログの分類に則った訴訟類型の細分化が求められていたが、国際裁判法で
はそうした議論の土台もなく、どのように対応すべきか、かなり悩ましい状況であった。そこ
で、まずは「訴えの利益」概念に取りかかることにした。当事者適格・原告適格といった概念
の背景にあるのが「訴えの利益」であるが、国際裁判ではほとんど定式化されていなかったの
である。関連文献・関連判例も極めて少ない状況であったため、国内法上の概念を参照するこ
とを余儀なくされることが予想された。また、国際裁判における「訴えの利益」を論じている
のが、フランス語圏の国際法学者に限定されていることも懸念された点である。いずれにせよ、
こうした関心・懸念が研究開始当初の状況であった。 
 
２．研究の目的 
 
 第 1に、ICJにおいて客観訴訟が容認されたと言えるのか否かを判例分析から明らかにする
ことである。上記のように、2012年と 2014年の 2つの判決を通して、本当に ICJが客観訴訟
を認めるに至ったのか否か、丁寧な分析を要する。伝統的に、国際裁判は主観訴訟であり、直
接的な利害関係を有する（直接的に権利を侵害された）国家のみが当事者適格を有すると解さ
れてきたからである。他方で、学説上は客観訴訟（民衆訴訟）を容認する見解も多く、特に 1970
年以降には急速に「国際共同体」概念や「国際共通利益」概念を根拠とした客観訴訟容認論が
提唱されてきた。まずはこれらの議論を整理し、判例の位置付けを明らかにすることが目的で
あった。 
第 2に、客観訴訟が容認されると解される場合の適用要件を明らかにすることである。判例
上は、管轄権根拠が存在している場合、受理可能性要件の中でスタンディングを拡張するとい
う方策がとられていたため、この点の区別の根拠を明らかにする必要があった。 
第 3に、客観訴訟の拡張可能性である。上記のように適用要件を明らかにすることと表裏一
体の関係にはあるが、例えば日本が客観訴訟を利用して提訴されるような事態が容易に想定さ
れる。そのため、客観訴訟の射程を明らかにし、その範囲と限界をも同時に明らかにしておく
必要があった。幸いにも、2016 年に関連する ICJ 判決（核軍縮交渉義務事件）が下されてお
り、この判決の分析を通じて、客観訴訟の開始が一定程度限定されているか否かを検討するこ
ととなった。 
 
３．研究の方法 
 
 伝統的な実証主義手法に依拠している。第 1に、国際判例の分析であり、関連する判決や勧
告的意見を網羅的に分析した。第 2に、国際裁判に関する学説であり、特に近年顕著となって
いる国際共通利益概念に依拠した司法積極主義の議論を如何に評価すべきかが問われる。第 3
に、国内訴訟法の分析である。国際裁判上の諸概念は未発達（関連判例が少ないため）である
ことが多いため、どうしても国内法を参照する必要がある。特に「訴えの利益」概念は、伝統
的に法の一般原則と解されてきており、国内訴訟法を参照することがそもそも求められている。
第 4 に、法理論の分析も行った。特に「訴えの利益」は訴訟法の内部に止まる概念ではなく、
三権分立や機能配分といった国家統治機構に拘わる論点を含んでいる。問題となるのは、こう
した国内法上の議論を（そうした基盤のない）国際裁判に如何に導入・転用できるか、という
点である。この点で、法理論を介在させることによって、議論の抽象化（国際法と国内法の垣
根を一定程度取り払う）を目指した。ただ、この 4点目については、今回の研究においては大
きな成果・効果をもたらしたとまでは言えないものに終わった。 
 
４．研究成果 
 客観訴訟の成立要件と背景理念について明らかにした。対世的義務の違反が生じていると主
張される場合、国際社会のあらゆる国（あるいは多数国間条約のすべての締約国）が ICJ に提
訴し、（管轄権根拠があることを前提として）違法行為の認定と停止を求めるスタンディング（当
事者適格）を有することになる。実務的にも極めて重要な帰結を有する。例えば、沖ノ鳥島の



法的地位を巡る日本と中国・韓国の間の「紛争」に関しては、海洋地形の権原が対世的性質を
有することから、国際社会の全ての国が法的利益を有し、その結果、客観訴訟が可能となる（た
だし、ICJ ではなく、UNCLOS 附属書 VII 仲裁が想定される）。また、日本が 2019 年 7月から再
開する商業捕鯨に関しても、一部の UNCLOS 上の義務が対世的性質を有すると考えられることか
ら、同じように客観訴訟を提起される危険を有している。このように、客観訴訟は潜在的にア
極めて大きな可能性を有しており、逆に提訴される可能性のある国家にとっては危険な手続と
なる。現在まで、ICJ の判例では客観訴訟を大きく制約する適用要件や原理は示されておらず、
今後の判例動向をフォローする必要はあるが、少なくとも現行の判例状況では、上記のような
客観訴訟の可能性を否定できない。 
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